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◯ タクシー事業は、地域に密着した輸送サービスの担い手であり、国民生活に欠かせない地域公共交通機関として、全国で
約１０億人のお客様に安全・安心にご利用いただき、その社会的責任を果たすため日夜努力を続けております。

◯ また、タクシー事業は、資本金１億円以下の事業者が９９．８％（１千万円以下８５．７％）を占める等、経営基盤の脆
弱な中小零細事業者となっております。

◯ 一方、コロナ禍における急激な需要減によるタクシー業界への影響は大きく、コロナ禍が一段落した後も、
◆ 大幅な最低賃金アップの実施
◆ 燃料価格の急激な高騰
◆ 配車アプリやキャッシュレス決済機器など効率化投資の増加
◆ コロナ禍における融資の返済が資金繰りに悪影響
◆ コロナ禍で加速したドライバー不足からの回復の遅れ
により、現在においても廃業を余儀なくされる事業者が発生するなど、タクシー事業は引き続き厳しい経営環境下に置か
れております。

◯ コロナ禍が終息し、インバウンドも復活する状況を受け、タクシーの供給不足が指摘される中、我々タクシー事業者は、
地理試験の廃止や二種免許取得の効率化など様々な国の支援措置を活用し、コロナ禍で減少したタクシードライバーの増
加に全力を傾注して参りました。その結果、運賃改定の効果もあり、本年７月末においては、コロナ禍発生直後の令和２
年３月末と比較して約８７％までドライバー数を回復させており、引き続きその改善に向け全力で取組みを進めておりま
す。

◯ また、現在、タクシー業界においては、交通空白の解消に向け、国土交通省の「交通空白解消本部」及び全国の自治体と
緊密に連携し、乗合タクシーの導入、全国における日本版ライドシェアの展開、公共ライドシェアとの連携等、あらゆる
取組みを総力を上げて展開しております。

◯ さらに、超高齢化社会が進展していく中、高齢な方、障がいをお持ちの方、妊娠中・出産される方など、いわゆる「交通
弱者」の方々の社会参加を促し外出を支援するため、タクシー事業者はケア輸送サービスの取組みを推進しております。
車椅子の取扱いや介助の仕方を研修で学習し、誰もが利用しやすいユニバーサルデザインタクシーや福祉タクシーの導入
促進を図っております。

◯ 加えて、タクシー業界におけるＧＸの取組みとして、２０５０年カーボンニュートラルの実現に向け、「ＧＸに向けた基
本方針」（令和５年２月１０日閣議決定）を踏まえ、ハイブリッド車に加え、燃料電池自動車や電気自動車など次世代自
動車の導入促進を進めて参ります。

◯ 我々タクシー事業者は、地方創生を担う社会インフラであるとの認識の下、今後も法人タクシーが利用者ニーズに応えて
安心・安全に加え、質の高いサービスを提供し、地域公共交通機関としての使命を達成できるよう努めて参る所存です。

タクシー事業の現状
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各種データ

資料：ハイヤー・タクシー年鑑２０２５ 令和５年度末。ハイヤー及び福祉輸送限定事業を含む。
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○ 燃料購入価格の推移（東京）

（注）①東京ハイヤー・タクシー協会調べ
②特別区スタンド価格

資料：ハイヤー・タクシー年鑑２０２５

◯ 原価構成
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◯ タクシー業の倒産、休廃業・解散

出典：帝国データバンク

※倒産：負債１，０００万円以上の法的整理

区　分 2020 2021 2022 2023 2024

倒　産 14 11 28 33 35

休廃業・解散 54 50 40 30 47

合　計 68 61 68 63 82

（単位：件）
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（注）グラフはタクシー運転者数（登録実施機関別運転者証交付数（法人））を、
令和２年３月末を１００として指数で表したもの。

○ タクシー運転者数（指数）

出典：東京ハイヤー・タクシー協会

5



○ 乗合タクシー、日本版ライドシェアの普及促進、公共ライドシェアへの参画

タクシー業界は、「国土交通省「交通空白」解消本部」等と連携して交通空白の解消に向けて取組み

を進めております。

◆ 乗合タクシーの普及促進

◆ 空港・駅の乗り場の改善

◆ 日本版ライドシェア及び公共ライドシェアの普及促進

東京特別区・武三交通圏
日本版ライドシェア出発式（令和６年４月８日）
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○ ケア輸送サービスの推進

タクシー業界は、高齢者、障がい者、妊婦等手助けが必要な方々のための外出支援サービスに取り組

んでいます。

◆ ユニバーサルデザイン（ＵＤ）タクシー

◆ 福祉タクシー

◆ ユニバーサルドライバー研修

健常者はもちろんのこと、高齢者や妊産婦、子
供連れ、車椅子の方など利用者にとって乗降の
配慮がなされている流し営業も行うタクシー
国の認定制度に基づき、マークを車体に表示
約40，000台導入
（令和６年３月末）

車椅子のまま乗降できるリフトやスロープ付きワンボックス型車両、寝たきりの方が介助者と
一緒に乗車できる寝台付き車両、乗降が容易な回転シート付き車両のタクシー
約13，000台導入（令和６年３月末）

各地のタクシー協会、無線協同組合、事業者等において、一般タクシー乗務員に統一的なカリキュラムによる
ユニバーサルドライバー研修を実施し、高齢者や障がい者等の多様なニーズや 特性の理解、お客様との円滑
なコミュニケーションの確保等、適切な対応のためができるよう取組
東京タクシーセンター、神奈川タクシーセンター、名古屋タクシー協会、大阪タクシーセンターにおいては、全て
の新任乗務員が本研修を受講
研修修了者約180，000人（令和７年３月末）

目標 令和７年度末までにユニバーサルデザイン（ＵＤ）タクシーを含む福祉タクシーを

約９０．０００台導入

バリアフリー法に基づく基本方針
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○ タクシー業界のＧＸの取り組み

タクシー業界は、 ２０５０年カーボンニュートラル達成を目指し、電動車等の普及促進等による環境

対策を推進しています。

GX実現に向けた基本方針
～今後10年を見据えたロードマップ～

（抜粋）
令和５年２月 閣議決定

2．エネルギー安定供給の確保を大前提としたGXに向けた脱炭素の取組

（2）今後の対応
9) 運輸部門のGX
⑤ 物流・人流
物流・人流における省エネ化や非化石燃料の利用拡大に向けた需要構造
の転換を実現するため、事業用のトラック・バス・タクシー等への次世代自
動車の普及促進や、再エネ関連施設の一体的な整備支援、鉄道や船舶へ
のモーダルシフトやドローン物流の実装等によるグリーン物流の推進、
MaaS（Mobility as a Service）の実装等による公共交通の利用促進
等を図る。

電気自動車(ＢＥＶ)
タクシー

燃料電池車(ＦＣＶ)タクシー
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/*

全国ハイヤー・タクシー連合会

自動車関係諸税の簡素化及び負担軽減措置の拡充

営自格差の見直しに名を借りたタクシー車両の自動車税増税に断固反対

総務省「自動車関係税制のあり方に関する検討会」税制改正要望

○ 自動車税と重複課税の「自動車重量税」は、道路特定財源から一般財源化され、既に課税根拠がなく廃止が必要
○ 石油ガス税など燃料課税における消費税の「タックス・オン・タックス」は極めて不合理な仕組みであり解消が必要

○ 営業用自動車に係る「自動車税の増税」は、地域住民の足の確保に努める公共交通事業者にとって大幅な税負担
○ タクシー事業の公共性に鑑み、軽減措置を見直すことなく、引き続きの維持・継続が必要

○ 電動車の普及等に伴う燃料課税の減少補填を自動車ユーザーに求めるのではなく、公平・中立・簡素な税負担が必要で
あり、走行距離課税等の導入に断固反対

○ 走行距離に対する課税は、自動車が生活の足である地方のユーザーや自動車運送事業者にさらに重い税負担

走行距離課税の導入に断固反対

ユニバーサルデザイン(ＵＤ)タクシー(レベル準１を含む)に対する自動車重量税の免税措置の延長

○ バリアフリー法の基本方針では、令和７年度末までにUDタクシーを含む福祉タクシーの導入目標を約90,000台に設定
○ 令和6年３月末時点導入実績は約52,000台（目標の約60％）
○ 令和６年４月に更なる普及促進のためＵＤタクシー認定レベル準１が新設
○ 交通弱者の方々の「移動の足の確保」にはバリアフリー車両の普及促進が不可欠であり、特例措置の延長が必要

自動車関係諸税の簡素化

自動車重量税のエコカー減税、自動車税のグリーン化特例及び自動車税(環境性能割)措置の適用期限の延長

○ 2050年カーボンニュートラルに向けて、環境性能に優れたタクシー車両の更なる普及促進のため、自動車重量税に係る
エコカー減税、自動車税に係るグリーン化特例及び自動車税（環境性能割）措置の適用期限の延長が必要
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